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（１） 背景・⽬的 
 我が国の産業⾦融においては、依然として銀⾏貸し出しを中⼼とした間接⾦融のプレゼンスが⼤きく、中堅・中⼩企業への資
⾦供給は、今後も引き続き間接⾦融を中⼼として⾏われるものと⾒込まれる。従って、今後も、⾦融機関等が企業に対し多様
な資⾦調達⼿法を提供できるよう、制度環境整備を進め、間接⾦融の機能強化を図る重要性は極めて⾼い。 
 こうした状況において、⾦融機関等が企業に対し多様な資⾦調達⼿法を提供できるよう、間接⾦融の機能強化が図られる中
で、不動産等の従来型担保に依存せず、企業の事業収益を審査し、その資産（在庫、売掛債権等）を担保とする「動産・債
権担保融資（Asset-based Lending : ABL）」（以下、「ABL」）の普及促進が図られ、⾦融機関における取組が普及し
てきた。 
 また、近年では FinTech（フィンテック）を活⽤した新たな融資⼿法の実⽤化が進み、我が国の⾦融をとりまく環境は急速に
変化しつつある。こうした取り組みの普及状況を明らかにし、普及の阻害要因となっている実務⾯・制度⾯の課題整理、及びその
解決のための⽅策を検討することも重要となっている。 
 本調査では、「企業の多様な資⾦調達⼿法に関する実態調査」として、ABL ならびに FinTech を活⽤した新たな資⾦調達
⼿法等の利⽤実態を把握しつつ、その効果や課題を明らかにすることを⽬的として、⾦融機関等へのアンケート調査を実施した。 
 
（２） アンケート調査の実施概要 
・調査名称︓企業の多様な資⾦調達⼿法に関する実態調査 
・調査対象︓ABL の貸し⼿として期待される⾦融機関等 621 社 
・調査⽅法︓郵送送付、郵送及びメールによる回収 
・調査機関︓2020 年 1 ⽉ 17 ⽇（発送）〜2020 年 2 ⽉ 28 ⽇ 
・有効回答︓435 社（70.0%） 
 
（３） アンケート調査の結果 
 ⾦融機関の業態別回収機関の総数における各業態の内訳を表 1 に⽰す。 
 

表 1.回答機関の業態別内訳 
2017年度 2016年度

件数(n) 構成⽐(%) 構成⽐(%) 構成⽐(%)
1 都市銀⾏、信託銀⾏ 8 2 2 1
2 地⽅銀⾏ 34 8 9 10
3 第⼆地⽅銀⾏ 24 6 7 6
4 信⽤⾦庫・信⾦中央⾦庫 218 50 48 46
5 信⽤組合 102 23 24 25
6 政府系⾦融機関 4 1 8 1
7 系統⾦融機関 35 8 9 10
8 その他銀⾏ 4 1 1 1
9 その他 6 1 1 0
全体 435 100 100 100

業態 2018年度

 
1)2016 年のリース会社及び商社は「9.その他」に含む 
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Q2.市場規模と内訳 
 ABL の実績推移を図４に、担保種別の ABL 実⾏件数と実⾏額を図 5 に、業態別の ABL の実績について表 2 に⽰す。 
 図 4 によると、2018 年の ABL 実⾏件数は 10,560 件、実⾏総額は 599,127 百万円である。2009 年度以来減少を続
けていた実⾏件数は、2012 年度以降⼤きく増加し、2015 年度は実⾏件数・実⾏総額ともに調査開始以来最⼤となったが、
2016 年度、2017 年度は減少傾向となっていた。2018 年は実施件数はやや増加するものの、実⾏額の減少傾向は継続し
ており、昨年度と⽐較し、2,000 億円程度減少している。 
 担保の種類別の ABL 実⾏件数及び実⾏額1について、図 5 によると、実⾏件数では「債権のみを担保とした融資」が最も多
く、4,302 件となったが、昨年度（2017 年度）と⽐べ 35 件の減少となっている。続いて「機械設備のみを担保とした融資」が
2,150 件となったが、こちらは昨年度（2017 年度）調査と⽐べ、200 件程度の増加となっている。実⾏額では、「債権のみを
担保とした融資」（191,376 百万円）が最も多く、「機械設備と債権の両⽅を担保とした融資」（173,544 百万円）がそれ
に続いて多かった。昨年度調査との⽐較では、昨年度実⾏額が⼤きかった「機械設備と債権の両⽅を担保とした融資」「債権の
みを担保とした融資」「棚卸資産のみを担保とした融資」いずれにおいても⼤きく減少している。 
 次に、2017 年度中と 2018 年度中の ABL の実績計数（業態別）を表 2 に⽰す。ABL 全体の内、信⽤保証協会の
ABL 保証を受けていない「プロパー案件」と、他⾏との協調融資「シンジケート案件」の実績計数も併せて⽰す。表 2 によると、
業態別では、信⽤⾦庫・信⽤中央⾦庫の実⾏件数が最も多く 4,031 件であり、地⽅銀⾏が 2,155 件とそれに次いでいる。
実⾏額では、地⽅銀⾏が 190,819 百万円と最も多い。 
 同じく表 2 より、プロパー案件では、実⾏件数 9,002 件、実⾏額 464,403 百万円と、件数では ABL 全体の約 85％、実
⾏額では約 78％を占めている。業態別では、信⽤⾦庫・信⽤中央⾦庫の実⾏件数が 3,398 件と多く、実⾏額では、地⽅銀
⾏（174,509 百万円）の数値が⼤きかった。 
 シンジケート案件では実⾏件数 214 件、実⾏額 93,812 百万円となっている。業態別では、信⽤⾦庫・信⽤中央⾦庫の
92 件が最も多く、実⾏額では都市銀⾏、信託銀⾏（42,507 百万円）が最も⼤きくなった。昨年度と⽐較すると、プロパー案
件、シンジケート案件ともに実⾏額が減少している⼀⽅、実施件数はプロパー案件において増加している。 
 
 
 
 
 

                                                   
1 実行件数及び実行額については、担保種類別をはじめとした各種内訳について未回答の機関があるため、内訳の合

計が必ずしも全体の数字と一致しない理由（例：表 3 において「全体」の実績と「うちプロパー案件」＋「うちシン

ジケート案件」の合計実績は一致しない理由）。 
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表 2．業態別 ABL 実績件数・実⾏額 

【2018年度】

実施
機関数 件数 実⾏額

(百万円)
1件当たり
実⾏額

実施
機関数 件数 実⾏額

(百万円)
1件当たり
実⾏額

実施
機関数 件数 実⾏額

(百万円)
1件当たり
実⾏額

都市銀⾏、信託銀⾏ 3 220 106,058 482 3 182 71,550 393 2 15 42,507 2,834
地⽅銀⾏ 32 2,155 190,819 89 32 2,020 174,509 86 16 55 14,873 270
第⼆地⽅銀⾏ 20 1,203 126,803 105 16 553 64,432 117 6 39 22,768 584
信⽤⾦庫・信⾦中央⾦庫 129 4,031 133,190 33 109 3,398 113,837 34 24 92 12,434 135
信⽤組合 24 333 10,443 31 17 272 9,017 33 5 9 497 55
政府系⾦融機関 3 1,774 10,143 6 3 1,773 10,143 6 1 1 600 600
系統⾦融機関 15 702 17,354 25 13 682 16,848 25 2 3 133 44
その他 3 122 4,067 33 3 122 4,067 33 0 0 0 0
全体（上記合計） 229 10,540 598,876 57 196 9,002 464,403 52 56 214 93,812 438

業態
全体 うちプロパー案件 うちシンジケート案件

 

【2017年度】

実施
機関数 件数 実⾏額

(百万円)
1件当たり
実⾏額

実施
機関数 件数 実⾏額

(百万円)
1件当たり
実⾏額

実施
機関数 件数 実⾏額

(百万円)
1件当たり
実⾏額

都市銀⾏、信託銀⾏ 4 168 114,761 683 4 138 87,610 635 4 38 38,195 1,005
地⽅銀⾏ 38 2,274 338,436 149 35 2,014 292,583 145 20 135 51,135 379
第⼆地⽅銀⾏ 30 1,897 185,878 98 26 1,486 157,063 106 8 70 37,841 541
信⽤⾦庫・信⾦中央⾦庫 123 3,005 112,316 37 102 2,528 91,769 36 19 89 10,516 118
信⽤組合 39 587 23,222 40 33 466 19,287 41 6 40 3,459 86
政府系⾦融機関 3 1,605 21,809 14 3 1,598 19,634 12 1 7 2,175 311
系統⾦融機関 16 481 17,374 36 10 436 12,103 28 4 5 1,841 368
その他 2 44 1,085 25 2 44 1,085 25 0 0 0 0
全体（上記合計） 255 10,061 814,881 81 215 8,710 681,134 78 62 384 145,162 378

業態
全体 うちプロパー案件 うちシンジケート案件
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Q3.融資残⾼ 
 ABL 融資残⾼を表 3 に⽰す。2018 年度末の ABL 融資残⾼は、総額 2,141,197 百万円で、業態別では、地⽅銀⾏
（867,477 百万円）が最も⼤きく、ABL 全体の 40.5％を占めた。昨年度と⽐較すると、地⽅銀⾏が占める割合が 5.1 ポイ
ント程度減少している。 
 プロパー案件は、ABL 全体の約 76％にあたる 1,623,345 百万円、シンジケート案件は、ABL 全体の約 11％にあたる
231,449 百万円となった。 
 ABL 全体の融資残⾼は、プロパー案件（ABL 保証なし）、シンジケート案件に加え、ABL 保証付き案件を含めるため、プロ
パー案件とシンジケート案件の合計と⼀致しない。 
 

表 3.ABL 融資残⾼ 
【2018年度】

うちプロパー案件
（百万円）

うちシンジケート案件
（百万円）

都市銀⾏、信託銀⾏ 4 352,020 156,791 62,917
地⽅銀⾏ 32 867,477 788,806 95,609
第⼆地⽅銀⾏ 23 326,059 201,643 28,991
信⽤⾦庫・信⾦中央⾦庫 164 469,859 365,268 31,657
信⽤組合 44 55,155 46,385 7,092
政府系⾦融機関 3 12,490 12,490 600
系統⾦融機関 19 48,459 42,284 4,583
その他 3 9,678 9,678 0
全体（上記合計） 292 2,141,197 1,623,345 231,449

ABL全体業態 残⾼保有
機関数

 
 

【2017年度】

うちプロパー案件
（百万円）

うちシンジケート案件
（百万円）

都市銀⾏、信託銀⾏ 4 640,996 235,000 287,575
地⽅銀⾏ 40 1,136,208 990,572 138,407
第⼆地⽅銀⾏ 32 325,686 300,082 37,602
信⽤⾦庫・信⾦中央⾦庫 174 260,319 215,972 18,188
信⽤組合 4 59,024 53,529 4,068
政府系⾦融機関 1 46,813 36,840 9,973
系統⾦融機関 17 23,036 15,146 3,801
その他 2 3,600 3,600 0
全体（上記合計） 274 2,495,682 1,850,741 499,614

ABL全体業態 残⾼保有
期間数
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Q6.担保種類別融資件数と実⾏額 
 担保種別の融資実⾏件数と実⾏額は図 8 の通りである。実⾏件数・融資実⾏額ともに、動産では、太陽光発電設備
（2,228 件、197,660 百万円）が最も多く、また債権では、太陽光発電と推測される売電債権（2,895 件、215,501 百
万円）が最も多くなっており、動産及び債権とも太陽光発電に関連した融資が引き続き多くなっている。 
 また、「債権」項⽬において、売電債権の次に多いのが、実⾏件数では電⼦記録債権（1,424 件）であり、実⾏⾦額では売
掛債権（87,440 百万円）となっている。 
 昨年度（2017 年度）の調査結果との⽐較では、太陽光発電設備について、実⾏件数では昨年より増加している⼀⽅、実
⾏⾦額は昨年度を下回っている。総じて、実⾏⾦額ベースでは減少している。 
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【2018年度】

実⾏件数

⼯作機械、建設機械 82 4,727
業務⽤⾞両 183 363
太陽光発電施設 2,228 197,660 197,6
その他設備 321 8,567
厨房設備機器 0 0
医療機器 2 633
OA機器、什器 4 7,805
その他の機器 15 2,144
鉄、⾮鉄、貴⾦属 34 5,626
天然素材（⽺⽑、繭、⽻⽑等） 13 374
家畜（⾁⽤⽜、豚等） 231 29,252
家畜（⽣産⽤） 143 2,746
冷凍⽔産物（マグロ、エビ等） 86 26,054
その他原材料 189 18,258

仕掛品 － 518 7,997
⾐料品 54 3,909
ブランド品（時計、パック、化粧品等） 48 4,438
酒類（清酒、ワイン等） 47 3,037
⾷品（冷凍⾷品、加⼯⾷品等） 174 19,603
家電 15 2,420
DIY⽤品 1 50
⾃動⾞ 50 9,964
その他の製品 396 34,475
売掛債権 1,378 87,440
売電債権 2,895 215,501 215,501
介護報酬債権 180 7,240
診療報酬請求債権 542 25,153
⼯事請負代⾦債権 302 3,162
電⼦記録債権 1,424 7,467
リース債権/割賦債権 77 16,430
その他の債権 61 31,498

製品

債権

実⾏額（百万円）担保の種類

設備

機器

原材料

 
【2017年度】

実⾏件数

⼯作機械、建設機械 75 6,352
業務⽤⾞両 24 1,609
太陽光発電施設 2,044 252,162 114,
その他設備 164 9,221
厨房設備機器 2 250
医療機器 7 1,416
OA機器、什器 1 120
その他の機器 19 1,859
鉄、⾮鉄、貴⾦属 31 7,691
天然素材（⽺⽑、繭、⽻⽑等） 16 101
家畜（⾁⽤⽜、豚等） 2 29,363
家畜（⽣産⽤） 33 8,330
冷凍⽔産物（マグロ、エビ等） 67 19,225
その他原材料 307 16,465

仕掛品 － 385 8,042
⾐料品 61 5,548
ブランド品（時計、パック、化粧品等） 107 7,248
酒類（清酒、ワイン等） 44 3,698
⾷品（冷凍⾷品、加⼯⾷品等） 233 16,533
家電 6 271
DIY⽤品 1 200
⾃動⾞ 53 10,394
その他の製品 375 34,100
売掛債権 997 100,632
売電債権 2,573 264,082 125,892
介護報酬債権 210 5,507
診療報酬請求債権 756 65,250
⼯事請負代⾦債権 258 2,807
電⼦記録債権 1,060 5,481
リース債権/割賦債権 71 47,895
その他の債権 86 55,405

債権

実⾏額（百万円）

設備

機器

原材料

製品

担保の種類

 

図 8.動産担保種類別（⼩分類）の融資件数と実⾏額 
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表 4.ABL 取り組みを予定していない、もしくは縮⼩する理由（業態別） 
取り組みを予定してない、縮小する理由

都市銀行
信託銀行

地方銀行 第二地方銀行
信用金庫

信金中央金庫
信用組合

政府系
金融機関

系統
金融機関

その他

0 0 1 13 15 0 3 0
0% 0% 50% 48% 33% 0% 30% 0%
0 0 0 4 6 0 2 1

0% 0% 0% 15% 13% 0% 20% 20%
0 0 1 1 7 0 1 0

0% 0% 50% 4% 16% 0% 10% 0%
0 0 0 8 9 0 4 0

0% 0% 0% 30% 20% 0% 40% 0%
0 0 0 1 2 0 1 0

0% 0% 0% 4% 4% 0% 10% 0%
0 0 0 2 5 0 0 0

0% 0% 0% 7% 11% 0% 0% 0%
0 0 1 6 11 0 3 1

0% 0% 50% 22% 24% 0% 30% 20%
0 0 1 10 19 0 7 2

0% 0% 50% 37% 42% 0% 70% 40%
0 0 0 6 11 0 6 2

0% 0% 0% 22% 24% 0% 60% 40%
0 0 0 1 3 0 2 1

0% 0% 0% 4% 7% 0% 20% 20%
0 0 0 4 4 0 3 0

0% 0% 0% 15% 9% 0% 30% 0%
0 0 0 5 8 0 4 0

0% 0% 0% 19% 18% 0% 40% 0%
0 0 0 2 8 0 3 1

0% 0% 0% 7% 18% 0% 30% 20%
0 0 0 0 4 0 1 0

0% 0% 0% 0% 9% 0% 10% 0%
0 0 0 2 5 0 4 0

0% 0% 0% 7% 11% 0% 40% 0%
0 0 0 3 4 0 0 0

0% 0% 0% 11% 9% 0% 0% 0%
0 0 0 0 3 0 0 1

0% 0% 0% 0% 7% 0% 0% 20%
0 1 0 3 9 0 0 1

0% 100% 0% 11% 20% 0% 0% 20%
0 1 2 27 45 0 10 5

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

ABLの融資の対象となり得る取引先を見つけることが困難だから

取引先が実施したことがないから

評価のためにコストがかかりすぎるから

回答機関数合計

客観的・合理的な評価を得ることが困難だから

譲渡担保と競合する権利関係が不透明だから

登記や契約の手続きが面倒だから

担保物件のモニタリングに手間がかかるから

社内に評価やモニタリングに係るノウハウがないから

ABLの推進に当たり、人員を割く余裕がないから

取引先のガバナンス能力が不安だから

担保物件を処分する際に取引先の協力が得られるか不安だから

処分ルートが確保できないから

担保物件が散逸してしまうリスクが大きいから

担保物件を換価する場合のリーガルリスクが不安だから

ABLについて参考となる情報が少ないから

ABL市場が小さいから

社内規定上取り組みが困難であるから

その他
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4.ローカルベンチマークについて 

＜ローカルベンチマークとは︖＞ 
2016 年 3 ⽉ 4 ⽇、経済産業省は「ローカルベンチマーク」を策定しました。 
ローカルベンチマークは、「企業の健康診断ツール」として、企業経営者や⾦融機関・⽀援機関等が、企業の状態を把握し、双
⽅が同じ⽬線で対話を⾏うための基本的な枠組みであり、事業性評価の「⼊⼝」として活⽤されることが期待されます。具体的
には、「参考ツール」を活⽤して、「財務情報」（6 つの指標※1）と「⾮財務情報」（4 つの視点※2）に関する各データを⼊
⼒することにより、企業の経営状態を把握することで経営状態の変化に早めに気づき、早期の対話や⽀援につなげていくもので
す。 
 
（※1）６つの指標︓①売上増加率（売上持続性）、②営業利益率（収益性）、③労働⽣産性（⽣産性）、④
EBITDA 有利⼦負債倍率（健全性）、⑤営業運転資本回転期間（効率性）、⑥⾃⼰資本⽐率（安全性） 
（※2）4 つの視点︓①経営者への着⽬、②事業への着⽬、③関係者への着⽬、④内部管理体制への着⽬ 

 

 
http://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben/ 
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